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Ⅰ．はじめに

　大学基準協会（2015）によると，第２期認証評価
において，学位授与方針への学修成果の明示に問題
があるとされた大学が全体の65％を占め，学修成果
を測るための指標（indicator）の開発が不十分である
と判断された大学が全体の69%を占めている。この結
果を受け，第３期認証評価に際し，大学は学位授与
のための指標として学修成果を測定・可視化し，自
学の教育水準の質保証に努めるよう求められた。同
時に，管理運営の高度化や情報公開の促進も期待さ
れているため，日本の大学は，今後さらにIR機能

（Institutional Research）を強化し，「証拠に基づく意
思決定」（Evidence-based Policy Making, EBPM）の
具現化とともに，学修成果をKPI（Key performance 
indicator）のひとつに位置付け，教育の質保証のため
のPDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルを回すこ
とが重要となる。
　学修成果の指標には様々なものが含まれるが，現在
の大学教育において最も問題視されるのが「学修時
間」である。学修時間は直接的に学修成果と言えるも
のではないが，主体性，つまり，学修意　欲との関連

が深い項目である。現在，日本人大学生の学修時間
は，諸外国と比べ，授業準備や授業準備以外の両面で
少なく，主体性の問題として学修時間が取り上げられ
ることが多い。ただし，自己認識データであり信頼性
に欠ける，学修時間の定義が曖昧である，大学間での
比較（ベンチマーク）が行われにくいといった課題が
解消されていないこともあり，大学個々の改善事例の
共有は捗っていない。
　そこで本研究では，本学独自の指標に基づいて，
2018年度の学修時間の点検・評価を行うとともに，
2019年度の春期に設定した学科別改善目標の達成状況
について調査・分析を行うこととした。学修時間の増
減の傾向やその要因（エビデンス）に加え，新たに設
定した指標についても検討を行い，内部質保証の在り
方について考察を行いたい。

Ⅱ．先行研究

１．IR調査

　IRは様々に定義されるが，教学との関連で言えば，
「機関の計画立案，政策決定，意思決定を支援するた
めの情報を提供する目的で高等教育の内部で行われる
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調査研究」（Saupe, 1990）が適切であろう。小林・山
田（2018）では「大学のミッションとその実現のため
の手段，とりわけ情報収集と分析」と定義され，外と
中から大学を客観的に捉え，大学の現状と課題を明ら
かにし，全学的合意形成を導くうえで有用である。エ
ビデンス（施策効果の因果関係を示すもの）（小林・
山田，2018）を導き出すためのデータ分析と言い換え
ることが可能である。
　データ分析に際しては，評価方法，データサイズ，
データの形状といった制約への対応が重要である。学
生から得られたデータは間接評価に相当するため，自
己認識に左右されることが危惧されるが，その一方
で，「直接的な評価と学生による自己評価はある程度
一致している」（Pascarella & Terenzini, 2005）とい
う考え方も示されている。井上（2019）においても，
間接評価を用いて教育課題を抽出する事例が報告され
ている。データサイズに関しては，回答結果の誤差範
囲を±５%の範囲に収めるために，70%以上の回収率
が必要である（関東地区IR研究会，2018）。データの
形状に関しては，すべての質問項目で同じ数値が選ば
れている場合は無効にすべきとされる（中井・鳥居・
藤井，2018）。その他にも様々な制約が挙げられるが，
最終的には，大学固有の観点で分析することが推奨さ
れている。

２．大学生の学修時間

　日本人大学生の学修時間の低さを指摘する調査例は
多い。データの取得方法や取得時期，学修時間の定義
に違いはあるが，「授業以外で週４～５時間程度」（溝
上，2018），「70%の学生が週５時間未満」（国立教育
政策研究所，2016），「１日当たりの学修時間は１時間
程度であり，平均０時間の学生の占有率（9.7%）が高
い」「授業１コマ当たりの準備時間は授業時間の１/４
程度である」（東京大学，2008）といった報告が行わ
れている。溝上（2018）では，教室を離れた場所で勉
強しない大学生の資質・能力を大学でゼロベースから
育てることは難しいと述べられている。濱名（2018）
では，初年次生の３割近くが高校時代にほとんど勉強
しなかったことを根拠に挙げ，学力よりも学力に至
る学習習慣の欠如を問題視している。大学基準協会

（2015）は，勉強しない大学生の要因は「生来のやる
気のなさにあるのではなく，勉強しなくても済む大学
教育の在り方」や「大学教育の付加価値をあまり問わ
ない新規学卒採用」にあるとしている。「勉強しない
大学生」の原因は高校・大学の両方にあり，学習習慣

やキャリア形成の両面から多角的に改善すべき問題で
あることが読み取れる。
　2019年度の大学基準協会による認証評価の報告書を
見ると，「内部質保証システムは有効に機能している
か？」という項目の中で，各大学が学修時間増加を図
るための工夫を行うとともに，改善のためのサイク
ルが回り始めていると記載されているが，その一方
で，受審大学の大半が点検・評価（PDCAのC）でと
どまっていること，改善のプロセスにおける関係各部
署の責任の所在が曖昧であること，全学的な情報共有
のシステムが整備されていないことが問題視されてい
る。

３．小括

　IR分析を大学独自の観点で進めるうえで，「学修時
間の捉え方」，「自己認識データの活用」，「点検から改
善への推進」の３点が課題となる。学修時間を授業準
備と授業準備以外に明確に分けることは可能か，集計
単位を週当たりとするか日当たりとするか，間接評価
の精緻化は可能か，独自性を示すためのベンチマーク
は可能か，といった課題を解決したうえで，改善の結
果を全学的に共有し，新たなPDCAに向かうための示
唆を得ることが不可欠である。

Ⅲ．研究の枠組み

１．研究の方向性と本学の取り組み

　本研究の目的は，大学教育の内部質保証を担保する
ために，学修への主体性を指すとされる「学修時間」
に焦点を当て，「教育改善のPDCAサイクルのC（点
検）とA（改善）」の状況を調査・検討し，紀要論文
の形式で共有を図ることである。学修成果と学修時間
は同義ではないが，学年・学科における意欲の状況
を測るうえで，有効なKPIになるものと考えた。よっ
て，「大学独自の取り組みを通して，学修時間を増加
させることは可能か？」という問いを立て，下記の研
究課題を設定した。

RQ1　学修時間は増加したか？
RQ2　学修時間を増加させる要因は何か？
RQ3　学修時間への効力感は伸びたか？

２．本学の取り組み

　本学では，教育の質保証を図る一環として，学期
末にFD実施推進委員会の主導により，ディプロマ・
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ポリシー到達度調査（以降，DP調査）を実施し，そ
の結果を教職員総会やHP上で共有している。調査項
目は「目標設定」「学内ルール（挨拶・頭髪・清掃）」

「協働性」「文章力」「能動的学修（以降，AL）」「プレ
ゼンテーション（以降，プレゼン）」「ICT活用」「異
文化理解」「学修時間①（１日当たりの学修時間）」

「学修時間②（これまでの人生で最も勉強したと言え
るか？）」「施設満足度」「生活満足度」であり，それ
ぞれ４件法で回答を求めている。2018年の教職員総会
では，「１，２年次の１日当たりの学修時間の短さが全
国平均と同程度」「２年前期で目標設定に揺らぎが見
られる」「意欲，学修時間とも３年の後期から４年の
前期の１年間にかけて飛躍的に伸びる」といった情報
について共有を図った。2018年度が点検・評価にとど
まったことを受け，2019年度は「１，２年次の学修時
間の増加」を目的として，学科別FD会議を毎月開催
し，学科独自の取り組みを進めてきた。下記の図１は
学科ごとの改善方針の要約である。

＜A学科＞　
授業の事前・事後学習，座学の授業構成，PCの使
用とペーパーレス，資格取得
＜B学科＞　
基幹科目での横断型共通試験，教育要領に基づい
た授業構成，実習のための模擬保育
＜C学科＞　
教職へのモチベーションの強化，教職の追体験の
機会，ボランティア，アウトリーチの機会
＜D・E学科＞　
施設の活用事例，機材の有効活用，体育会との連
携，実習科目（水泳・雪上・解剖等）の精度

図１　学科別の取り組み例

３．研究の方法

　本研究では，DP調査で取得したデータに基づき，
2018年度前期（pre），2018年度後期（post），2019年
度前期（delayed）の比較を行う。2018年度の４年生
は対象外となるため，分析のカテゴリーは全24種（全
体，３学年，５学科，５学科３学年）となる。
　RQ1（学修時間の増減）では，一元配置の分散分
析，等分散の検定，多重比較を用い，24種のカテゴ
リーにおいて，３群比較（pre, post, delayed）を行
う。「pre<delayed」の関係が得られた場合，教育改
善の効果があったこととする。RQ2（学修時間の増減
の要因）では，重回帰分析を援用し，目的変数（学

修時間①）と従属変数（目標設定，協働性，文章力，
AL，プレゼン，ICT，異文化理解）の関係性を探り，
回帰式，標準偏回帰係数がともに有意であった項目に
ついて，学修時間の増減に影響を与える要因とみな
す。RQ3（効力感）では，「学修時間②」のデータを
用い，24カテゴリーの平均値と倍率を算出する。2018
年後期から加えた項目であるため，preを除くpost-
delayedの比較に基づき，倍率が1.0を超えた場合や平
均値が2.5を超えた場合，教育改善の効果があったも
のとみなす。統計量は，下記の表１，２の通りである。

Ⅳ．結果と考察

１．学修時間の変化

（１）全体と各学年

　表１をもとに判断すると，全体的に学修時間は上
がったことになる。４件法の「２」が「１日１時間以
上，２時間未満」を指しているため，2019年前期の平
均値（2.02）に基づけば，１日の学修時間の平均が１
時間を超え，全国平均を上回ったことになる。これ
は，３学年ともに，2018年度前期より2019年度前期の
学修時間が増加したことの影響であろう。特に，2018
年度の１年生の学修時間の増加（１年前期－１年後
期－２年前期）については，「１，２年次の学修時間の
増加」という教育目標が全学レベルで達成されたと判
断することが可能である。2018年度の３年生の2019年
度前期（４年次）の数値（2.49）が大きくなっている
ことについては，「大学生も終わりに差しかかった時
期」（溝上，2016，p. 41）であり，就職支援の活動が
機能しているためと考えられるため，教育改善の波及
効果とみなすことは控えたい。また，2019年度前期の
回答数が全般的に減少し，ばらつきが大きくなってい
るため，今後，調査協力への呼びかけを強化し，回答
の信頼性を担保することが不可欠である。

（２）学科と学年

　学科別に見ると，B・D学科はともに2018年度前期
よりも2019年度前期の方が増加している。一方，A・
C・E学科に関しては，2018年度の後期に引き続き，
2019年度の前期も増加したことになる。B・C・E学
科のばらつきの大きさは課題であるが，各学科ともに
一定の成果を残していると言える。ただし，学年別
に見ると，様相が異なる。どの学科も増加の中心は上
級生（２年前期から３年前期にかけて，または，３年
前期から４年前期にかけて）に偏っており，「１年前
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表１　カテゴリー別統計量（RQ1：３群比較）
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表２　カテゴリー別統計量（RQ2：重回帰分析，RQ3：平均値と倍率）
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期から２年前期にかけての有意な増加傾向」を示した
学科はなかった。まったく上がっていないわけではな
いが，有意差の出ない程度の増加量の積み重ねによっ
て，１年生全体の学修時間が押し上げられたことが想
起される。ただし，A学科の１年次の数値が高くなっ
ていることから，学科独自の教育方針がミクロレベル

（≒授業）に沿っている方が，学修時間の増加につな
がりやすいという示唆が得られた。その一方で，学年
を経るにしたがっての回答率の下降，とりわけ，４年
前期の減少傾向については全学的に改善を図る必要が
ある。
　以上，回答率やばらつきといった課題を残しながら
も，データ上では，全学，学年，学科という点で学修
時間の増加が図られた。学科固有の方向性に沿って，
所属教員間で意思疎通を図ってきたことの成果が得ら
れたと言える。ただし，各学科とも，１年次の成果に
課題が残された。学科ごとに最終的な人材育成の目標
や特色は異なるが，就職活動に過度に拠らない授業改
善の推進が重要である。

２．学修時間増加の要因

（１）全体と各学年

　次に，表２に基づいて，学修時間を増加させる要因
について検討を行う。表の左側には回帰式に関する
統計量を，右側には学修時間に影響を及ぼす要素の
うち，５%水準で有意差の認められた項目についての
み，標準偏回帰係数を示している。
　全体に影響を及ぼす要素としては，「目標」「AL」

「プレゼン」「ICT」が抽出されたが，学年別で見る
と，固有の傾向が読み取れる。１年次は「目標」「プ
レゼン」であった。「目標」については初年次特有の
傾向として抽出されたものと考えられる。「プレゼン」
に関しては本学独自のイベント（１年次後期のスピー
チ・コンテストと２年次前期のプレゼンテーションコ
ンテスト）の影響を受けているものと考えられる。２
年次では，「文章力」「プレゼン」「異文化理解」に肯
定的な影響が認められた。２年前期から３年前期にか
けて，卒業研究の準備や姉妹校であるNZキャンパス
への語学留学が実施されるため，その影響が反映さ
れたものと考えられる。その一方で，マイナスの影響
として「協働性」が抽出されたことや，「目標」に有
意差が認められなかったことは，課題として捉えるべ
きである。２年次だけでなく上級生に対しても，目
標設定，グループワーク，プレゼンテーション，ICT
活用，文章力を一体化したAL型科目を配当し，「主体

的・対話的で深い学び」を実現することが不可欠であ
る。

（２）学科と学年

　次に，各学科の３学年の特徴について検討を行
う。A学科に関しては，全体として「目標」「文章」

「ICT」が抽出されたが，「ICT」は１年次の，「目標」
は２年次の特徴となっていた。所属学生の進路が企業
中心であるため，データ活用を主とした授業が初年次
で展開されていること，および，進路の確定が不安定
となっている状況が推測される。
　B学科については，全体として「目標」「プレゼン」
に肯定的な影響が，「異文化」に否定的な影響が認め
られるとともに，３年次の影響を強く受けていること
が読み取れる。１，２年次に保育実習を行っているも
のの，就職先が多岐に渡るため，１，２年次の目標設
定が弱くなっているように思われる。「異文化」への
ネガティブな影響については，異文化系の学科独自
科目が不足していること，また，本学特有の留学時期

（２年次）と保育実習の重なりによって，他学科生に
比べて，異文化へのイメージを膨らませにくい状況に
なっていることが推測される。
　C学 科 に 関 し て は， 全 体 と し て「 目 標 」「AL」

「ICT」が抽出されたが，「AL」「ICT」ともに１年次
の特徴であり，２年次以降の特徴としては抽出されな
かった。他学科と同様，３年次の特徴として「目標」
が抽出されたのは，教員採用試験対策の本格化による
影響と考えられる。その一方，対策一色になることに
よって，３年後期までの「目標設定」の在り方が不明
瞭になっていることや，「文章力」にマイナスの影響
が出ていることなどが課題として残る。
　D学科については，全体として「AL」「ICT」が抽
出されたが，それぞれ２年次，３年次の特徴であっ
た。A・B・C学科同様，「目標」が抽出されていない
が，学科の目標が「国家試験全員合格」であり，特段
に意識化を促す必要がないためと考えられる。他学科
に比べて学修時間の数値が高くなっていることにも裏
付けられていると言える。ただし，汎用的能力の伸長
を目指すのであれば，「プレゼン」の在り方について
は，今後，再検討が必要である。
　E学科に関しては，全体として「目標」が抽出され
たが，学年別では「目標」（１年次），「プレゼン」（２
年次），「文章力」（３年次）のように傾向が分かれた。
学年ごとの到達目標が明確に区別されている一方で，
学年進行に伴って，目標設定（≒キャリア形成）が希
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薄化しつつあるような印象を受けた。異文化へのマイ
ナスの影響については，B学科と同様，現状，関連す
る専門科目が不足しているためと考えられる。
　以上，学科・学年の特徴を要約することによって，
汎用的技能（文章力，プレゼンテーション，ICT活
用，協働性）を高めるAL型科目の開設，学年別目標
設定の在り方，異文化理解を図る科目の開設といった
課題が得られた。特に，AL型授業の開発に関しては，
全学的に推進することが不可欠である。

３．学修時間への効力感

　ここでは質問項目として「学修時間②（これまでの
人生で最も勉強したと言えるか？）」に基づいて分析
を行う。４件法（４：とてもそう思う，３：ややそう
思う，２：あまりそう思わない，１：まったくそう思
わない）で回答を求めているため，「2.5」という数値
を境界値に設定し，表２（の後半）に基づいて分析を
行う。
　全体と学年の関係について概観すると，すべて
に お い て，2018年 後 期（post） よ り も2019年 前 期

（delayed）の数値が上回っているが，１年生のみ，両
期間の数値がともに2.5を下回っている。就職活動を
迎えた３年生と比べる意味合いは薄いが，初年次生の
学修意識が高校時代のまま継続している可能性が示唆
される。
　次に，学科・学年別に検討を行う。A・D学科につ
いては，学科全体，学年別ともにすべて2.5を超えて
いる。学修時間の数値が高かったこともあり，授業改
善の効果が出ていると判断できる。C学科も全体的に
は同傾向を示しているが，上級生への偏りがやや強い
ように思われる。上級生になるほど効力感が強化され
るという傾向はB・E学科にも共通している。１，２年
生の主体性に改善については，A学科に特徴的である

「具体的な授業改善」，D学科に特徴的である「頑健な
目標設定」といった点を参照すべきであろう。
　以上，「効力感の倍率」という観点では，多くのカ
テゴリーで成果を確認することができたが，「2.5」基
準に関しては，学年・学科ごとに違いが確認された。
繰り返しになるが，初年次生の学修時間を伸ばすこと
は容易ではなく，「目標設定」の強化を目指しつつも，
キャリア支援に過度に依存しない方法，すなわち，授
業設計の精緻化により，単位の実質化を図るべきであ
る。

Ⅳ．おわりに

１．RQのまとめ

　本研究では，本学独自の方向性に基づいて学修時間
の調査を行い，教育改善の成果について検証を行っ
た。RQ1（学修時間の増減）では，全般的に増加傾向
が認められたが，上級生の影響を多分に受けているこ
とが判明した。RQ2（増減の要因）では，学年や学科
によって増加に繋がる要因に違いがあることが読み
取れた。目標設定，汎用的能力，異文化理解を高める
ための科目の設定が課題として残された。RQ3（効力
感）では，過去の自分よりも勉強量が増えていると感
じている学生が多いことが読み取れた。しかしなが
ら，初年次生の効力感は高校時代と類似しているた
め，就職活動に依存しない授業設計の精緻化が課題と
して残された。

２．教育的示唆

　本研究では，現在，日本の大学教育が抱える問題の
ひとつである「学修時間」に焦点を当て，「主体性」
の観点から，学修成果の点検・評価，および，改善の
成果の検証を行った。学修時間の定義，間接評価に
係る信頼性といったデータ処理上の問題はあったが，

「１日当たりの学修時間」，「授業準備と就活対策の区
別なし」，「学修時間の曖昧さを解消するための新たな
指標（過去の自分との比較）」という点で本学の独自
色を打ち出し，分析結果を要約した（表３）。なお，
統計的に増加傾向が認められた箇所，重回帰分析で影
響力に有意差が認められた項目，効力感が2.5を超え
た箇所，２期間で増加した箇所に「＋」を，２期連続
で2.5を超えた箇所には「＋＋」を，否定的な効果が
検出された箇所には「－」を記入している。
　行ごとにカテゴリーを見ていくと，全体や学年別で
は改善効果が示されるものの，学科・学年別では，改
めて１，２年次の課題が浮き彫りになる。「有意差は認
められなかったが，データ上では徐々に数値が上がっ
ている」と肯定的に解釈することは可能であるが，サ
ンプルサイズの多さにも拘わらず有意差が生じていな
いため，改善のための働きかけが足りなかったと解釈
することが妥当である。項目（列ごと）に見ていく
と，優先的に改善すべき問題点が顕在化している。学
修時間は総合的に伸びているが，「目標設定」は大き
くばらついている。学科によって違いはあるが，キャ
リア形成の観点では，１，２年次の「目標設定」の空
白を埋め，卒業まで連続して高めていくことが課題と
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なる。項目をさらに右に見ると，「協働性」から「異
文化理解」に至るまでの特徴が弱くなっている。すべ
ての項目が現代社会で求められる重要なスキルである
こと，本学のDPに含まれる要素であること，能動的
学習の中で培われる技能であることを考えると，汎用
的技能を養成するための授業方法や新科目の開設を全
学的に推進することが重要である。特に，「異文化理
解」については，NZ留学に過度に頼っている状況で
あるため，岡山キャンパスで学ぶアジア人留学生との
協働を促すための科目の設定が急務である。「効力感」
についても，１，２年次の課題が明白である。「効力感
の倍率」については，「どの程度上がれば良いのか？」
という視点で，指標を再考する必要がある。
　本研究で得られた知見を総合し，「学修時間」の成
果を示す指標を設定する場合，「学修時間が伸び，効
力感が２期とも2.5以上で，倍率がプラスになってい
るもの」という解釈が可能である。その対象には，
全 体， ２ 年， ３ 年，A学 科，A-２，A-３，B学 科，
B-３，C学 科，C-２，C-３，D学 科，D-２，D-３，

E-３といった複数のカテゴリーが含まれるが，その
一方，改めて「１年生の前期から２年生の前期にかけ
ての1.5年間（2018前期－2018後期－2019前期）」の問
題が明確になる。否定的な数値が出ていないと言えば
それまでであるが，今回の教育改善の目標が「１，２
年次の学科教育」であったことを考えると，PDCAの
Aまで回すことができたが，新たな計画（P）とその
実践（D）が求められていることになる。
　現在，日本の大学の役割は「社会との結節点」とし
ての高大接続やキャリア教育に移行しつつあるが，同
時に，「就職支援」に偏りつつあるような印象も受け
る。就職支援の強化を否定するわけではないが，本質
的に重要なのは，４年間にわたって，就職後に生きる
資質・能力，つまり，汎用的技能（コミュニケーショ
ン，協働性，問題解決力等）を育成することであり，
目標設定が曖昧な１，２年次ほど重要視されるべき要
素である。よって，「汎用的技能を高めるための教養
科目の開発」という視点と「学科の専門科目を通した
汎用的技能の育成」という視点を併せ持つこと，すな

表４　学修時間に関するIR調査のまとめ
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わち，教養科目と専門科目の別を問わず，社会で通用
する資質・能力を初年次に開発する体制を整えること
が不可欠である。日本の大学が教育の質保証を推進す
る場合，マクロ（≒機関）やミドル（≒教育課程）の
視点を踏まえつつ，ミクロ（≒授業）の視点で推進す
ることが重要である。
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